


























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































⟹1  沖縄県知事公室基地対策課（編集）『沖縄の米軍基地』（2013年?月刊）11, 12頁に
よる。（この公的刊行物は，以下「県文書」とも略称する。）
⟹2  県文書・前掲（註?）179頁以下。
⟹3  沖縄県知事公室基地対策課（編集発行）『沖縄の米軍及び自衛隊基地（統計資料集）』
（2013年?月刊）28頁。
⟹4  なお，その論述にあたって，沖縄と憲法のかかわりについて，次の事柄のみ記して
おきたい。──沖縄は，大日本帝国憲法の制定においては言わずもがな，日本国憲法
への改正に際してさえ，まっとうに考慮されることはなかった。日本国憲法の沖縄へ
の適用は，本土から?半世紀の後（1972年）であるが，沖縄の人々の本土復帰の高
い情熱は，まさに普遍的価値をもつ日本国憲法，とくに?条の下で生きることに向け
られたものであった。しかし，安保体制による米軍基地の重圧は，その後40年を超
?  236  ?
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える現在でも本質的に変わってはいない。人々の復帰にかけた切実な願望は，裏切ら
れ続けているといえるのである。それにもかかわらず，沖縄県民は，憲法「普及」の
名を冠した幅広い運動に尽力して倦むところがない。ここにも，人の精神の気貴さを
筆者は見る。
⟹5  以下の経緯についての叙述は，県文書・前掲（註?）1～2頁による。
⟹6  参照，加藤 裕「安保体制化・復帰後の沖縄と憲法・安保」民主主義科学者協会法
律部会編『安保改定50年──軍事同盟のない世界へ』法律時報増刊（日本評論社・
2010年?月）198頁。（この書物は，以下においては「法時増刊」と略称する。）
⟹7  本稿で主要な検討対象としている第?次嘉手納基地爆音訴訟の訴状（2011年?月
28日）による（10頁）。
⟹8  参照，林 博史『米軍基地の歴史──世界ネットワークの形成と展開』（吉川弘文
館・2012年）37頁。
⟹9  県文書・前掲（註?）?頁。
  ハーグ（ヘーグ）陸戦法規第23条のもつ意味については，井端正幸「サンフラ
ンシスコ体制と沖縄──基地問題の原点を考える」立命館法学333・334号（2010年
?・?号，2011年?月25日発行）118～119頁に触発され，それに依拠した。さらに，
同論文は，米国は，より本質的には沖縄における土地の強制接収を「征服の権利」
（right of conquest）であると認識していた可能性がきわめて高い，との重要な指摘
をしている（136頁註?参照）。
⟹10  県文書・前掲（註?）1～2頁。
⟹11  県文書・前掲（註?）?頁。
⟹12  県文書・前掲（註?）11頁。
⟹13  もっとも，その後も，米軍は軍事的必要に応じて新規接収を試みている。たとえ
ば，1966年，アメリカがベトナムへの攻撃を強める中で，在沖米軍は，具志川村に
物資集積所を作ることを目的として，?月25日，村に対して，同村昆布地区と仲嶺
地区の一部地域の接収を通告し，その後，土地接収を強行しようとした。しかし，地
元農民の座り込みなどの粘り強い抵抗によって幾度も延期せざるをえなくなり，遂に
71年?月，米軍は接収を断念した。住民が，基地をつくらせなかったのである。
⟹14  以上の概要は，訴状・前掲（註?）14～15頁による。
⟹15  主として，第?次嘉手納基地爆音訴訟の（以下も同じ）原告第?準備書面（2012
年?月13日）85頁以下による。
⟹16  原告第?準備書面（前掲・註15）88頁。
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⟹17  参照，原告第?準備書面（2012年?月?日）22頁以下。
⟹18  大阪高裁判決1975．11．27判時797号36頁（大阪国際空港訴訟控訴審）。
⟹19  名古屋高裁判決2008．4．17判時056号74頁（自衛隊イラク派兵違憲訴訟控訴審）。
⟹20  国側第?準備書面（2012年11月22日）。
⟹21  最高裁第?小法廷判決1989．6．20民集43巻?号385頁（百里基地訴訟上告審）。
⟹22  学説状況を同様に捉えるものとして，たとえば，参照，辻村みよ子「『人権として
の平和』と生存権──憲法の先駆性から震災復興を考える」GEMCjournal no. 7（2012
年?月）49頁。
⟹23  札幌地裁判決1973．9．7判時712号24頁（長沼訴訟第?審）。
⟹24  札幌高裁判決1976．8．5行集27巻?号1175頁（長沼訴訟控訴審）。
⟹25  水戸地裁判決1977．2．17判時842号22頁（百里基地訴訟第?審）。
⟹26  東京高裁判決1981．7．7判時1004号?頁（百里基地訴訟控訴審）。
⟹27  岡山地裁判決2009．2．24判時2046号124頁（自衛隊イラク派兵訴訟第?審）。
⟹28  筆者の見解については，さしあたり，拙著『平和的生存権の弁証』（日本評論社・
2006年）第?章第?節への参照を請う。
⟹29  国側第?準備書面（前掲・註20）11頁。
⟹30  深瀬忠一『戦争放棄と平和的生存権』（岩波書店・1987年）240頁以下。
⟹31  『最高裁判所判例解説民事編平成元年度』（法曹会・1991年）225頁註⑼〔小倉 顕
執筆〕。
⟹32  伊藤正巳『憲法〔第?版〕』（弘文堂・1995年）165～166頁。
⟹33  佐藤幸治（編著）『要説コンメンタール日本国憲法』（三省堂・1991年）27頁〔佐
藤執筆〕。
⟹34  佐藤幸治『日本国憲法論』（成文堂・2011年）82頁。
⟹35  新村 出（編）『広辞苑〔第?版〕』（岩波書店・2008年）。
⟹36  参照，森 英樹「『60年安保』から50年──原点と現点」法時増刊（註?）12頁以
下，古川 純「日本国憲法の展開」杉原泰雄（編）『新版 体系憲法事典』（青林書院・
2008年）334頁以下など。
⟹37  東京地裁判決1959．3．30下刑集?巻?号776頁（砂川事件第?審）。
⟹38  以下の学説分布については，掲挙の文献も含めて，野中俊彦・中村睦男・高橋和
之・高見勝利『憲法〔第?版〕』Ⅰ（有斐閣・2006年）184頁以下〔高見執筆〕に拠った。
⟹39  横田喜三郎『自衛権』（有斐閣・1951年）210～211頁，佐藤達夫『憲法講話〔新
版〕』19頁。
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⟹40  宮沢俊義〔芦部信喜補訂〕『コンメンタール全訂日本国憲法』（日本評論社・1978
年）180頁。
⟹41  法学協会（編）『註解日本国憲法』（上）（有斐閣・1953年）180頁。
⟹42  清宮四郎『憲法Ⅰ〔第?版〕』（有斐閣・1979年）118頁。
⟹43  清水 睦『憲法』（1975年）105頁。
⟹44  小林直樹『憲法講義〔新版〕』（上）（東京大学出版会・1980年）231～232頁，樋
口陽一・佐藤幸治・中村睦男・浦部法穂『注解日本国憲法』Ⅰ（青林書院・1994年）
166頁〔樋口執筆〕など。
⟹45  大西芳雄『憲法要論』（有斐閣・1964年）32頁。
⟹46  浦田一郎「『日米同盟』論の矛盾──政府見解における安保体制論」法時増刊（註
?）92頁以下参照。
⟹47  那覇地裁判決1990．5．29判時1351号16頁（那覇市軍用地訴訟）。
⟹48  最高裁大法廷判決1959．12．16刑集13巻13号3225頁（砂川事件上告審）。
⟹49  最高裁大法廷判決1969．4．2刑集23巻?号685頁（全司法仙台支部事件上告審）。
⟹50  最高裁大法廷判決1996．8．28民集50巻?号1952頁（沖縄代理署名訴訟上告審）。
⟹51  参照，石埼 学「憲法訴訟と安保条約」法時増刊（註?）117頁以下。
⟹52  布川玲子・新原昭治（編著）『砂川事件と田中最高裁長官──米解禁文書が明らか
にした日本の司法』（日本評論社・2013年）が，当該解禁文書を収め，解説を施して
いる。
 　さらに，同じく米公文書館の解禁文書にもとづいて，砂川事件最高裁判決に米側の
及ぼした影響を分析した研究（末浪靖司『?条「解釈改憲」から密約まで 対米従属
の正体──米公文書館からの報告』〔高文研・2012年〕）によれば，同判決の主要点
の?つである，?条?項が保持を禁止する戦力はわが国のものであって外国の駐留軍
はそれに該当しないとの解釈も，米政府側の考察にかかるものであるという。すなわ
ち，ジョン・Ｂ・ハワード国務長官特別補佐官の1950年?月?日付の報告書は，「日
本国以外によって維持され使用される軍事基地を日本に可能にするのは，憲法の範囲
内であって，日本が軍隊または『戦力』の保持を求めたことにはならない。そのよう
な解釈には次のことが含まれる。すなわち，日本が保有しないという『戦力』とは日
本の戦力であって，……アメリカとの協定により保持される戦力ではない」と述べて
いた，とされる（52頁）。このように，米国の政治的介入を受けつつわが国最高裁の
判断が形成されている事態は，司法権独立の蹂躙であるにとどまらず，国家主権の侵
犯を自ら受容したことを意味するものであるといわざるをえない。
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⟹53  2014年?月26日（翌日付各紙による）。
⟹54  那覇市軍用地訴訟（前掲・註47）における市長側主張は，判例時報1351号20～21
頁に拠った。
⟹55  明田川 融「沖縄と日米安保──核兵器，治外法権，米軍基地」法時増刊（註?）
31～32頁。
⟹56  各地の基地騒音訴訟でも，多くの原告側主張がこれに属する。
⟹57  参照，麻生多聞「『立憲民主平和主義』の可能性──相対化の時代における平和的
生存権論」法時増刊（註?）221頁。
⟹58  この点で，沖縄代理署名訴訟（前掲・註50）上告審において，知事側は，安保条
約の違憲を主張するものではないことを明示した。つまり，日本政府が安保条約・地
位協定にもとづいて米軍を駐留させていることは憲法に違反するものではないとして
も，駐留軍用地特措法による土地の強制使用・収用は，憲法前文・?条・13条によ
り根拠付けられた平和的生存権を侵害して違憲である，とする論法を用いたのであ
る。これを受けた最高裁は，得たり賢しと，安保条約が合憲であることを前提にし
て，それを理由に同特措法違憲の主張を一蹴している。この判決を登載した判例時報
（1577号）のコメンテーターも，「〔知事側が〕日米安全保障条約の合憲性を前提とし
ながら同条約の施行法的性格を有する駐留軍用地特措法の合憲性だけを争うことには
論理上の無理があったように思われる」と述べている（28頁）。本体の安保条約に対
してその違憲を正面から争うことの不可欠性を物語るものといえよう。
⟹59  県文書・前掲（註?）51～89頁。
⟹60  1995年12月22日に福岡高裁那覇支部に提出のもの。
⟹61  原告第?準備書面（2012年?月?日）。
⟹62  原告第?～11準備書面（2012年10月10日～2013年?月?日）
⟹＊ 筆者は，2014年?月22日，那覇地方裁判所沖縄支部に，平成23年（ワ）第245号嘉
手納基地爆音差止等請求事件にかかる意見書「第?次米軍嘉手納基地爆音訴訟におけ
る平和的生存権の主張」を，原告・弁護団の要請を受けて提出した。それは，本稿を
土台とするものでありつつ，意見書に求められる修補を加えたものである。したがっ
て，本稿とその意見書とは各々独立している。
 　なお，本稿は2014年?月22日に脱稿しており，それが対象とした動向や参照しえ
た文献は，その時点までのものである。
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